
 都道府県は「こども大綱」を勘案して、都道府県こども計画を策定するよう努める。
（こども基本法第10条）

策定の根拠

計画の内容（ポイント）

「こどもまんなか社会」の実現
 「こどもまんなか社会」とは、こども・若者が個人として尊重され、自分らしく幸せな状態（ウェルビーイン
グ）で生活を送ることができる社会。

 こうした社会の実現は、こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶うことにつながり、ひいては、
少子化・人口減少の流れを変え、地域社会の持続可能性を高めることにもつながる。

めざす姿

令和７～11年度（５年間）

計画期間
こども・若者が個人として尊重され、自分らしく幸せに成⾧できる地域社会の
実現
＜指標＞
• こどもまんなか社会に向かっていると思う人の割合
• こども施策について自身の意見が聴いてもらえていると思うこどもの割合
• こども基本法について知っていると回答した道民の割合

こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶えられる地域社会の実現
＜指標＞
• 安心してこどもが育てられる環境が整っていると思う人の割合（継続）
• 出生率を全国平均まで引き上げる（継続） ※下線は道独自のもの。

基本目標

「こども大綱」で示された
基本方針に沿って、道のこ
ども施策を体系的に整理し、
他計画と整合性を図りなが
ら、総合的・計画的に推進

基本方針等
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 令和５年４月に、こども施策に関する包括的な基本法として、こども基本法が施行された。
 道においても、こども政策の推進に関し、基本理念を定め、道の責務や、保護者、学校関係者、事業者、こども・
子育て支援団体等の役割を明らかにするとともに、道の施策の基本となる事項を定めることで、社会全体でこども
施策を総合的・計画的に推進し、「こどもまんなか社会」の実現を目指すために、本条例を制定しようとするもの。

制定の趣旨

条例の内容（ポイント）

総則

目的（第１条）:こども施策を総合的・計画的に推進し、「こどもまんなか社会」の実現に寄与
基本理念（第３条）:「差別の禁止」、「生きる権利」、「こどもの意見尊重」など、こどもの権利保
障（子どもの権利条約４原則）を規定
道の責務等（第４～９条）:こども施策の策定・実施に係る道の責務のほか、保護者や学校関係者、事
業者、こども・子育て支援団体、道民の役割を規定

基本的
施策

こども計画の策定（第11条）:知事はこども計画を定めなければならない。
こどもの意見の反映（第12条）:道は、こども施策にこども・若者の意見を反映させるため、意見聴取
等の措置を講ずる。
こどもの社会参加の促進（第13条）:道は、こどもが年齢・発達の程度に応じた、多様な社会的活動に
参画できる環境の整備を促進する。
こどもの権利の周知・擁護（第15条）:道は、こどもの権利の周知や、こども等からの相談に対応する
支援体制の充実を図る。
こどもの居場所づくり（第16条）:道は、こどもの居場所の整備を促進する。
財政上の措置（第17条）:道は、こども施策の推進に必要な財政上の措置を講ずるよう努める。

２※令和７年４月１日施行を目指して制定作業を進めている。



 今年度、道内の小中高校生を対象に、「こども基本法」の周知状況を調査したところ、「知っている」、「詳し
く知っている」はあわせて約１割だった。

 また、今年度、教育庁との連携の下、職員が道内の小中高校を往訪し、児童・生徒に意見を聴き、施策に反映す
る事業を実施した。本事業に参加したこどもたちに、こどもの意見を聴く場が必要だと思うか尋ねたところ、
97％が「必要だ」と回答。その理由について、「こどもも社会の一員だから」、「おとなだけでなく、こどもの
意見も必要」、「他者の意見を聴くことで考えが広がる」、「課題把握のために意見を聴いてほしい」、「楽し
かったから」などの意見が寄せられた。

。
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